
 

 

会計名 一般会計、特別会計の区分 

款、項、 

目 

事務事業の予算体系における

【款】【項】【目】のコード 

事業名 事務事業の名称 

担当部 

担当課 

担当係 

事務事業を所管する部・課・

係の名称 

 

ＰＬＡＮ＜ 計 画 ＞ 

Ａ 事業概要 

総合計画 

施策体系 

事務事業が関連する「第７次

刈谷市総合計画」の施策体系 

目 的 

当該事業の実施を通して実現

をめざす目的 

※「何のためにその事業を行

うのか」 

主たる内容 事務事業の具体的な内容 

位置づけ 

事務事業に関連する刈谷市お

よび国・県等の計画、根拠と

なっている法令や条例、要綱

等の名称 

対象者 
事務事業の対象となる主体や

属性 

事業期間 
事務事業の期間として、開始

年度と終了年度 

実施方法 

事務事業の実施手法として、

「直営」「委託」「指定管理」

「補助・助成」の区分 

 

ＤＯ＜ 実 施 ＞ 

Ｂ 事業実績 

年度別 

実績 

これまでに実施した年度別の

事業内容、平成２９年度は計

画内容 

成 果 
事務事業の実施を通して得ら

れた成果 

課 題 
事務事業の内容のうち実施で

きなかったことや今後の課題 

指標名称 

事務事業の進捗状況等の管理

を行ううえでの指標の名称、

実績値、目標値 

他市との

比較検証 

事務事業の実施状況に関する

水準比較を行う上で比較対象

となる都市の名称や当市との

関連、比較内容等 

 

ＤＯ＜ 実 施 ＞ 

Ｃ 事業コスト 

事業費 ① 事務事業にかかる年度別事業費の総額 

財源 
事務事業の財源について、【特定財源】と【一

般財源】の別に示した総額 

職員人件費 ② 

事務事業にかかる職員人件費の総額 

（ 平均人件費 × 人工数 ） 

※平均人件費→約 750万円（本俸、手当、共済費） 

総事業費(①＋②) 各年度における事業費と職員人件費の総額 

建設事業 

事務事業が「建設事業」である場合における、

「全体事業費」「28 年度までの累積事業」「30

年度以降の事業費見込」のそれぞれの総額 

２８年度 

特定財源名称 

特定財源の名称。国庫、県支出金の場合は、

それぞれ（国）、（県）と記載。 

２８年度 

事業費内訳 

平成 28年度決算額における事業費節別内訳 

 

事務事業評価シート（様式１） 記載内容 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

会計名 一般会計、特別会計の区分 

款、項、 

目 

事務事業の予算体系における

【款】【項】【目】のコード 

事業名 事務事業の名称 

担当部 

担当課 

担当係 

事務事業を所管する部・課・

係の名称 

 

ＣＨＥＣＫ＜ 評 価 ＞ 

Ｄ 内部評価 

各視点 

からの 

評価 

事業実績や事業コストなどを

総合的に踏まえ、事務事業を

「必要性」「効率性」「妥当性」

「施策への貢献度」の 4 つの

視点から 3段階で評価 

（高い、普通、低い） 

評価の 

理由 

上記の評価結果を導き出した

理由や考え方 

今後の 

方向性 

内部評価結果を踏まえて、事

業の今後の方向性を示す。 

【上段：評価項目】 

拡充、現状維持、改善・効率

化、縮小、終期設定（概ね 2

～5 年以内に休止・廃止予定

のもの）、休止・廃止（概ね 1

年以内に休止・廃止としたも

の） 

【下段】 

評価の具体的な内容を記載 

 

それぞれの項目における評価の観点 

項目 評価観点 評価 

必要性 

・法的義務 

・市民ニーズ、社会需要 

・市民生活上必要である など 

高い 

普通 

低い 

効率性 

・コストの節減、費用対効果 

・執行体制の効率性 

・手段の最適性     など 

高い 

普通 

低い 

妥当性 

・市が主体となって実施するべ 

き事業であるか 

・総合計画との整合性  など 

高い 

普通 

低い 

施策への 

貢献度 

・施策への貢献度 

・目標達成度 

・市民サービスへの効果 など 

高い 

普通 

低い 

 

※様式２が掲載されているのは、 

平成２８年度実施計画書・主要事業の概要（補正予算分含む）に掲載された事業、及び、平成２９年度   

外部評価の対象となった事業のみです。 

 

事務事業評価シート（様式２） 記載内容     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


